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１. 当四半期決算に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済におきましては、円高や新興国経済の減速により、輸出企

業を中心に収益の停滞が見られるものの、個人消費は底堅く推移しました。世界経済におきましては、米

国が緩やかな回復基調にある一方、中国をはじめとする新興国においては先行き不透明な状況が続いてい

ます。

紙パルプ業界におきましては、印刷用紙の需要は減少が続いておりますが、衛生用紙や、段ボール等の包

装資材の需要は底堅く、当第２四半期連結累計期間における紙・板紙の国内出荷はほぼ前年並みとなりま

した。

このような状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高233,495百万円（前年同

期比8.5％減）、営業利益3,495百万円（同16.4％増）、経常利益3,707百万円（同19.4％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は2,146百万円（同38.7％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間の業績をセグメント別にみると次のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメント区分の変更を実施しております。以下の前年同期

比較につきましては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値を基に行っております。

「国内卸売」

売上高は印刷用紙の販売数量が減少したことにより、前年同期比3.0％減の143,660百万円となりまし

た。経常利益は、販売費及び一般管理費の削減により、0.4％増の2,458百万円となりました。

「海外卸売」

円高の進行による為替換算の影響に加え、米国・中国事業における販売の減少により、売上高は前年

同期比19.1％減の65,641百万円、経常利益は1.5％減の472百万円となりました。

「製紙及び加工」

売上高は段ボール加工事業における不採算部門の整理等の影響により、前年同期比7.7％減の10,361百

万円となりましたが、経常利益は再生家庭紙事業の採算改善等により84.6％増の1,244百万円となりまし

た。

「資源及び環境」

売上高は本年７月より営業運転を開始した岩手県でのバイオマス発電事業による増収があったものの、

本邦からの古紙輸出数量減少により、前年同期比7.3％減の12,414百万円、経常利益は持分法投資利益の

減少等もあり、33.8％減の201百万円となりました。

「不動産賃貸」

テナントビルの稼働率上昇により、売上高は前年同期比12.0％増の1,418百万円、経常利益は467％増

の273百万円となりました。
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(2) 連結財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、売上債権及び棚卸資産等の減少により前連結会計年度末に比

べて14,063百万円減少し、283,430百万円となりました。

総負債は、有利子負債の減少等により前連結会計年度末に比べて13,238百万円減少し、207,550百万円と

なりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴い増加したものの、配当金支払及び自己株式

の取得による減少等により前連結会計年度末に比べて824百万円減少し、75,880百万円となりました。

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成 28 年５月 12 日に公表いたしました連結業績予想数値の修正はございません。

２. サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

(4) 追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

第１四半期連結会計期間から適用しております。
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、平成28年６月23日開催の取締役会決議に基づき、平成28年６月24日付で、自己株式2,097,000株

の取得を行いました。この結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が700百万円増加し、当第２

四半期連結会計期間末において自己株式が4,702百万円となっております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書

計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

海外卸売
(百万円)

製紙及び
加工

(百万円)

資源及び
環境

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 148,122 81,185 11,221 13,398 1,266 255,191 － 255,191

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,314 256 11,754 3,223 56 19,603 △19,603 －

計 152,435 81,440 22,975 16,621 1,322 274,794 △19,603 255,191

セグメント利益
又は損失（△）

2,447 479 674 303 48 3,951 △846 3,105

（注）１ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△288百万

円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益、

営業外費用の純額であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

海外卸売
(百万円)

製紙及び
加工

(百万円)

資源及び
環境

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 143,660 65,641 10,361 12,414 1,418 233,495 － 233,495

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,344 235 11,814 3,192 55 19,640 △19,640 －

計 148,003 65,876 22,175 15,606 1,473 253,134 △19,640 233,495

セグメント利益
又は損失（△）

2,458 472 1,244 201 273 4,647 △940 3,707

（注）１ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△400百万

円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益、

営業外費用の純額であります。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメント区分の変更）

当社グループは、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを従来の「国内卸売」「在外卸売」「製

紙及び加工等」「不動産賃貸」の４区分から、「国内卸売」「海外卸売」「製紙及び加工」「資源及び環境」

「不動産賃貸」の５区分に変更しております。これは、当社グループの経営戦略の柱となる各事業をよ

り一層推進していくとともに、ステークホルダーすべての皆様に対し、当社グループが取り組んでいる

事業構造転換、及びその進捗状況をより明瞭に開示する目的によるものであります。

各区分に属する主な事業は、それぞれ次のとおりであります。

報告セグメント 主な事業

国内卸売 国内向の紙・板紙・関連商品の販売及び情報サービス事業等

海外卸売 海外向の紙・板紙・関連商品の販売等

製紙及び加工 製紙及び紙・板紙・関連商品の加工等

資源及び環境 古紙・パルプ等原燃料の販売、総合リサイクル、及び再生可能エネルギーによる発電事業等

不動産賃貸 不動産賃貸事業

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分に基づき作成したもの

を記載しております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

「会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成 28 年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償

却の方法を同様に変更しております。

なお、この変更によるセグメント利益又は損失に与える影響額は軽微であります。
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